
一般競争入札参加資格確認申請書提出要領（事後審査型） 

 

１ 一般競争入札参加資格確認申請書の提出について 

  郵送の場合は、別紙「入札書類の提出等について」による。 
 

         書       類       名 

① 一般競争入札参加資格確認申請書           （様式第２号） 

※提出期間（時間）及び提出先は、公告文に記載のとおりとする。 

 

２ 一般競争入札参加資格確認申請書（技術資料）の提出について 

審査対象となった者は、入札後、審査対象となった日から起算して３日以内に下記書類

を１部作成し、持参又は郵送により提出すること。（①、②及び添付書類をホッチキス等

で綴じること。） 
 

         書       類       名 

① 一般競争入札参加資格確認申請書（技術資料）      （様式第２－２号） 

② 業務委託実績調書                                     （様式第２－３号） 

平成２９年４月１日以降に国、地方公共団体（都道府県、市又は特別区。ただし、令

和５年４月１日時点で人口１０万人以上の自治体）において、公告文の別表に掲げるい

ずれかの「常駐した業務システム運用」の業務を受注した実績があることがわかる契約

書等の写しを添付すること（業務名、契約金額、契約期間及び業務概要の確認できる部

分）。 



様式第２号 

                                                      令和  年  月  日 
 
 
 

一般競争入札参加資格確認申請書 

 

 

岐 阜 市 長 様 

 

 

               住        所 

               商号又は名称 

                              代表者職氏名                     

 

                 連絡先 担 当 者 

                     電 話 番 号 

                     ＦＡＸ番号 

                                          メールアドレス 

 

 このたび、下記業務の一般競争入札に参加申請します。下記業務の入札に際しては、

関係法令を遵守し、この申請書及び添付書類の全ての記載事項は、事実と相違ないこ

とを誓約します。なお、後日誓約した内容に違反する事実が判明した場合は、いかな

る措置を受けましても異存ありません。 

 

記 

 

１ 業 務 の 名 称   令和５～８年度税・国保・福祉システム等運用業務委託 

 

 

２ 業務を行う場所   岐阜市長が指定する場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第２－２号 

                                                      令和  年  月  日 
 
   受  付  印 

 
 

 

一般競争入札参加資格確認申請書（技術資料） 

 

 

岐 阜 市 長 様 

 

 

 

                   住        所 

                   商号又は名称 

                                  代表者職氏名                

     

 

このたび、下記業務の審査対象者になりましたので入札参加資格の確認を申請しま

す。なお、この申請書及び添付書類の全ての記載事項は、事実と相違ないことを誓約

します。 

 

記 

 

１ 業 務 の 名 称   令和５～８年度税・国保・福祉システム等運用業務委託 

 

 

２ 業務を行う場所   岐阜市長が指定する場所 

 

 

 

 

 

 

 



様式第２－３号 

 

業務委託実績調書 

 

 会社名 

                                   
 
 

業 務 名 

  

発注機関名 

 

業務場所 

 

契約金額                              円 

履行期間              年  月  日 ～     年  月  日 

業務概要 

 

請負区分      元請 

受注形態 
   □ 単体        □ 共同企業体 

                 （出資比率   ％） 

 
 

 ※ □の該当箇所にレを付けてください。なお、平成２９年４月１日以降に国、地方公共団体（都道府県、市又

は特別区。ただし、令和５年４月１日時点で人口１０万人以上の自治体）において、別表に掲げるいずれかの

「常駐した業務システム運用」の業務を受注した実績があることがわかる契約書等の写しを添付すること（業

務名、契約金額、契約期間及び業務概要の確認できる部分）。 


